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無電化地域携帯基地局への太陽光発電ハイブリットシステムの導入プロジェクト
プロジェクト実施者 日本側：伊藤忠商事株式会社、パナソニックシステムネットワークス株式会社
                           インドネシア側:PT. Telekomunikasi Selular

多数の離島から構成されるインドネシアの無電化地域においてディーゼル発電で稼働させている携帯電話基地局にリチウム電池と太陽光発電システムのHybrid　System
電力供給を行い、現在使用しているディーゼル発電機は補助的に利用することでディーゼルオイル使用量を削減する。日照量豊富なインドネシアにおいて日中太陽光で発電
した電気を蓄電池にも充電させることでディーゼル発電機の稼働率を抑え、CO2を削減する。

想定GHG削減量
3,096tCO2/年

インドネシア

2014設備補助

校舎屋根を利用した太陽光発電システム導入プロジェクト
プロジェクト実施者 日本側：パシフィックコンサルタンツ株式会社、株式会社InterAct 
                           モルディブ側:Villa Educational Services Private Limited 

185kWの系統連系太陽光発電システムを学校の校舎屋根に設置する。高品質の太陽電池モジュールと維持管理が容易な小規模システムに適した汎
用インバータを使用する。発電した電力は学校内で消費する。余剰電力が生じた場合は、系統に供給する。

想定GHG削減量
144tCO2/年

モルディブ

2014設備補助

サファリロッジ等への太陽光発電導入によるディーゼル燃料代替
プロジェクト実施者 日本側：株式会社アンジェロセック
                           ケニア側:NVI Energy (Kenya) Ltd., Cheli & Peacok Management Ltd., Borana Ranch Ltd.

本事業は、ケニアの国立公園及び野生動物保護地区で運営されているオフグリッドのサファリロッジ関連施設等へ太陽光発電システムを導入するこ
とにより、安定的に電力を供給するするとともに、発電機で消費されるディーゼル使用量を削減することができる。その結果、GHG排出削減が実現
する。

想定GHG削減量
405tCO2/年

ケニア

2014設備補助

工場屋根を利用した太陽光発電システム導入プロジェクト

想定
GHG削減量

776 tCO2/年

タイ
2015設備補助

プロジェクト実施者
日本側：パシフィックコンサルタンツ株式会社、株式会社 InterAct
タイ側：Siam Steel International Public Company Limited

タイのサムラットプラカーンにある金属加工・家具製造工場に系統連系太陽光発電システムを導入するこ
とで、CO2排出量を削減する。
サイトは2カ所あり、A-14工場（サイトA：837kW）と本社ビル（サイトB：157kW）の屋根に合計994kW
の太陽光発電システムを設置し、発電した電力は全量自家消費する。
高効率太陽電池モジュールと工場屋根を活用した自家消費型の太陽光発電事業であるという点でモデ
ル的な事業になる。

電力系統 サイトB（本社ビル）サイトA（A-14工場）

太陽電池
モジュール インバータ

直流 交流

太陽光発電システム

電力量計

kWh

太陽電池
モジュールインバータ

直流交流

太陽光発電システム

電力量計

kWh

タイ
バンコク都
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※(株)豊田自動織機のJAT810型

島嶼国の商用施設への小規模太陽光発電システム導入プロジェクト
プロジェクト実施者 日本側：パシフィックコンサルタンツ、InterAct
                           パラオ側:Western Caroline Trading Company、Surangel and Sons Company、Environmental Consulting

電力グリッド連系太陽光発電（PV）システムを商用施設の屋上に設置する（プロジェクト#1では倉庫に220.5kW、プロジェクト#2ではスーパーに
150kWのPVシステム）。高品質の日本企業製太陽電池モジュール（電極の幅と配置を最適化し、受光面積を向上させ、高い変換効率を達成してい
る）と、現地での使用実績が豊富で維持管理が容易な小規模システムに適した汎用インバータを使用し、発電した電力を自家消費するとともに、余剰
電力はグリッドに供給する。現地では、近年大型台風の接近を経験しており、これに対処するために、耐風速性の高いモジュールを導入する。

想定GHG削減量
236tCO2/年

パラオ

2013設備補助

学校へのPVシステム導入プロジェクト
プロジェクト実施者 日本側：パシフィックコンサルタンツ株式会社、株式会社InterAct 
                           パラオ側:Palau Adventist Schools

系統連系太陽光発電システムを学校に設置する。高品質の日本企業製太陽電池モジュールを体育館屋根に設置し、現地で使用実績が比較的多く、維
持管理が容易な小規模システムに適した汎用インバータを使用し、発電した電力を自家消費する。休校日などに余剰電力が生じた場合は、ネットメー
タリング制度を活用して系統に電力を供給する。データ記録装置とモニターも設置し、発電状況を記録·監視する。プロジェクトサイトは、コロール州
の小学校とアイライ州の高校である。小学校には50kW、高校には100 kWの太陽光発電システムを設置する。

想定GHG削減量
105tCO2/年

パラオ

2014設備補助

商用施設への小規模太陽光発電システム導入プロジェクトⅡ 　　　
プロジェクト実施者 日本側：パシフィックコンサルタンツ株式会社、株式会社InterAct 
                           パラオ側:Western Caroline Trading Company , NECO Yamaha Corporation,
                                        Palau Investment and Development Company

電力グリッド連系太陽光発電（PV）システムを商用施設の屋上に設置する（プロジェクト#1では倉庫に220.5kW、プロジェクト#2ではスーパーに150kWの
PVシステム）。高品質の日本企業製太陽電池モジュール（電極の幅と配置を最適化し、受光面積を向上させ、高い変換効率を達成している）と、現地での使用
実績が豊富で維持管理が容易な小規模システムに適した汎用インバータを使用し、発電した電力を自家消費するとともに、余剰電力はグリッドに供給する。
現地では、近年大型台風の接近を経験しており、これに対処するために、耐風速性の高いモジュールを導入する。

想定GHG削減量
310tCO2/年

パラオ

2014設備補助

オフィスビル向け太陽光発電の導入
プロジェクト実施者 日本側：株式会社NTTデータ経営研究所
                            マレーシア側:KEN TTDI SDN BHD

マレーシアの首都クアラルンプールのオフィスビル屋上の遊休スペースを活用し、ソーラーパネルを設置する。また、ソーラーパネルを使用した発電事業を
実施することにより、温室効果ガス排出量を削減する。導入するパネルは、セル構造内のアモルファス層の高品質化などにより高出力化を実現。変換効率は
19.4%である。
太陽光発電システムにより計測される発電量はデータ管理システムで記録される。事故や故障などの機器の稼働状態も管理できるため、メンテナンス面でも
対応可能。

想定GHG削減量
179tCO2/年

マレーシア

2014設備補助
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